
（総務省方式改訂モデル）

　　年度末時点における資産・財産とその調達財源の状況を示したものです。

平成22年度

新地方公会計制度に基づく財務諸表（普通会計）

(1)貸借対照表　　

（平成23年3月31日現在）

（単位：百万円）

[資産の部] [負債の部]
1 　公共資産 1　 固定負債

(1) 有形固定資産 3,613,129 (1) 地方債 1,698,743

(2) 売却可能資産 42,210 (2) 長期未払金 18,936

公共資産合計 3,655,339 (3) 退職手当引当金 131,880

(4) 損失補償等引当金 57,470

2　 投資等 固定負債合計 1,907,029

(1) 投資及び出資金 554,532

(2) 貸付金 194,358 2　 流動負債

(3) 基金等 20,254 (1) 翌年度償還予定地方債 217,371

(4) 長期延滞債権 17,998 (2) 短期借入金 0

(5) 回収不能見込額 △ 1,160 (3) 未払金 1,774

投資等合計 785,982 (4) 翌年支払予定退職手当 19,842

(5) 賞与引当金 8,588

3　 流動資産 流動負債合計 247,575

(1) 現金預金

①財政調整基金 7,501 負　　債　　合　　計 2,154,604

②減債基金 188,650

③歳計現金 5,306 [純資産の部]
現金預金計 201,457 1 　公共資産等整備国県補助金等 638,739

(2) 未収金 4,582 2 　公共資産等整備一般財源等 2,401,168

流動資産合計 206,039 3 　その他一般財源等 △ 544,650

4 　資産評価差額 △ 2,501

純　 資　 産　 合　 計 2,492,756

資　　産　　合　　計 4,647,360 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,647,360

※1 　他団体及び民間への支出金により形成された資産 百万円
　　　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 百万円

②地方債 百万円
③一般財源等 百万円

※2 　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 百万円
②債務保証又は損失補償 百万円
（うち共同発行地方債に係るもの 百万円）
③その他 百万円

※3 　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち682,277百万円については、償還時に地方交付
　　税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。
※4 　普通会計の将来負担に関する情報 普通会計の将来負担額 百万円

基金等将来負担軽減資産 百万円
　　(差引)将来負担すべき実質的な負債 百万円

※5 　有形固定資産のうち、土地は2,533,941百万円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は
　　1,513,182百万円です。
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